
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
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当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.36][0.36][0.36][0.36]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

58/8858/8858/8858/88
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均
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H21H20H19H18H17

0.360.360.360.36
0.360.360.360.360.360.360.360.360.350.350.350.350.340.340.340.34

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [91.7%][91.7%][91.7%][91.7%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

62/8862/8862/8862/88
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[134134134134,,,,146146146146円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

40/8840/8840/8840/88
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均
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H21H20H19H18H17
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137,906137,906137,906137,906

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [96.1][96.1][96.1][96.1]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

40/8840/8840/8840/88
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均
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全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[10101010....17171717人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

51/8851/8851/8851/88
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均
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10.2910.2910.2910.2910.5810.5810.5810.5810.6410.6410.6410.6410.7510.7510.7510.75

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [14.9%][14.9%][14.9%][14.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

35/8835/8835/8835/88
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均

13.413.413.413.4
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [57.4%][57.4%][57.4%][57.4%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

13/8813/8813/8813/88
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均宮崎県市町村平均
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

西都市西都市西都市西都市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【財政力指数】
　人口の減少や全国平均を上回る高齢化率27.1％(17年国調)に加え、農業以外に中心となる産
業がなく、地方交付税や国県支出金に対する依存割合が高い脆弱な財政基盤であるため、類似
団体平均をかなり下回っている。継続的に行財政改革を実施し、更なる歳入確保に努める。

【経常収支比率】
　高齢化や保育所の民営化による扶助費及び後期高齢者医療広域連合など社会保障関係の
繰出金の増加等がみられるものの、職員数の減等による人件費の減少や市債借入額の抑制等
による公債費の減少等、また経常一般財源等の普通交付税や臨時財政対策債の増加により、
前年度と比較して比率は3.1ポイント改善している。今後も、引き続き、行財政改革を推進し、定
員管理の適正化や高利債の繰上償還などを行い、人件費や公債費の抑制を図るとともに、事務
事業の整理合理化等による経常経費の削減や歳入確保対策に努める。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　前年度よりやや減少し、類似団体平均が増加したことから、類似団体平均を下回るものの、全
国市町村平均、宮崎県市町村平均を大きく上回っている。要因としては、消防業務を直営で行っ
ていることや税務、農林水産業関係等の職員数が類似団体平均より多く、人件費が大きくなって
いるためと考えられる。今後も、組織の簡素合理化、事務事業の見直し、保育所等の民間委託
等の推進などにより定員管理の適正化を図り、人件費の抑制に努める。

【ラスパイレス指数】
　国家公務員等の状況を踏まえた給与制度設計により、平成21年のラスパイレス指数は全国市
平均を2.7ポイント下回る96.1であった。今後は新人事評価制度に基づく評価結果が反映される
昇給制度を確立するなど一層の適正化に努める。

【将来負担比率】
　類似団体平均を大きく下回っている。主な要因としては繰上償還や借入抑制による地方債現
在高の減少、可能な限り充当可能基金保有額の維持に努めていること等があげられる。今後も
公債費等義務的経費の削減を中心とする行財政改革をすすめ、財政の健全化に努める。

【実質公債費比率】
　平成18年度決算において18％を上回り公債費負担適正化計画を策定したが、行財政改革によ
る起債抑制や繰上償還、また公営企業に対する繰出金の減少等により、平成21年度決算では
類似団体平均を下回った。今後も新規発行の抑制等に努め、平成27年度目標値を3.9ポイント低
下の11％とする。

【人口１，０００人当たり職員数】
　平成22年4月1日現在の職員数は343名で、人口1,000人当たりの職員数は類似団体平均を
0.33人、全国市町村平均を2.84人上回る10.17人であった。要因としては、消防業務が直営である
ことなどが考えられる。今後は、第５次行財政改革大綱に基づき、新規採用者数の抑制及び保
育所民営化の段階的実施を進め、適正な定員管理に努める。


